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(5)都市環境に配慮したデザイン 

 
魅力的な都市づくり、地域活性化の観点から、美しく環境に優しいＬＲＴの実現に向

けて、都市環境とのトータルデザインに配慮した車両・軌道施設の設計を心がけること

が重要である。 
 
道路空間上を走行し、また固定施設を要するＬＲＴは、歩行者や沿線土地利用者の視

点からみて街の風景を演出する新たな都市・道路景観を構成する要素のひとつとして、

更には街全体の都市空間を演出する要素と考えられる。 
そのため、魅力的で美しい都市空間の演出や地域活性化に貢献する美しく環境に優し

いＬＲＴの実現に向けて、ＬＲＴの設計上の自由度を十分に活かしながら、都市環境と

のトータルデザインに配慮した車両・軌道施設の設計を心がけることが望ましい。 
 
 
①車両デザイン 

・曲線、大きな窓枠等を用いた斬新な車両デ

ザインを採用。 
・新しい街のシンボル、街の個性化、市民の

ＬＲＴに対する愛着心の醸成等に寄与。 
・車両の台車をスカートで囲むこと等で安全

面に着目したデザインを採用。 
 

 

 

 
 
②センターポール 

・センターポールによる電車線処理による都市

景観の向上。 
・長崎（長崎電気軌道）、豊橋（豊橋鉄道）、高

知（土佐電鉄）等多数の事例あり。 
・都市再生交通拠点事業の助成対象施設として

位置付けられている。 
 

図４－５６．高知（土佐電鉄）の 

センターポール 

 

図４－５５．斬新な車両デザインの一例 
（フランス リヨン）
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③停留場デザイン 
・都市景観の向上、街のイメージアップ・シンボル化、停留場を中心とした拠点整備等

の観点から、道路空間を構成する一要素で、市民の目にふれる機会も多く、利用利便

にも影響が大きい停留場のデザインの工夫が重要である。 
・上屋・ベンチのデザイン、分かりやすい路線図や案内図等の提示、沿線建物・道路や

ＬＲＴ車両等とのデザイン統一 等。 
 

図４－５７．停留場デザインの工夫事例 
フランス オルレアン             フランス リヨン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フランス カーン               フランス モンペリエ 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 



 105

④芝生軌道 
・都心緑化の推進による都市景観の向上。 
・海外では実績多数。 
・日本では、既設の軌道敷の一部を緑化し

た例として高知市（土佐電鉄）、路線延伸

等に合わせて芝生軌道を敷設した例とし

て広島市（広島電鉄）。 
 

⑤樹脂固定軌道 
・コンクリート製の道床にレールを特殊樹

脂（合成ゴム）で固定することで、低メ

ンテナンス性、騒音・振動の抑制を図る

ことが可能。 
・熊本市（熊本市交通局）、福井市（福井鉄

道）、広島市（広島電鉄）等に採用例があ

る。 
 

⑥「まち側」との連携 
・ＬＲＴ沿道の開発規制 

アメリカ ポートランドの例：トランジットモールの沿道建物の床面積 50％以上を商

店、一階部分の歩道側壁面の 50％以上をガラス 

（出典：米国における公共交通の再生とまちづくり 

／財団法人名古屋都市センター） 

・ストリートファニチャーとのデザイン統一 
・各種サインとのデザイン統一 
・沿道施設やアーケードとのデザイン統一 

 
図４－６０．アメリカ ヒューストンにおける噴水広場上への軌道敷設 

出典：第 10 回ＡＰＭ国際会議・アメリカ公共交通調査団資料 

通常時                ＬＲＴ通行時 

 

図４－５９．樹脂固定軌道 ※同時に芝生軌道化した例
出典：広島電鉄資料

図４－５８．既設の軌道敷の芝生化
（高知市 土佐電鉄） 
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(6)運行計画 

 
①計画すべき項目 

 
まちづくり目標や沿線特性、トリップ特性等を踏まえ、運転度数や所要時間・表定速

度等のサービス水準を考慮の上、運行計画を策定する。 
 

表４－１６．計画すべき項目と考慮する事項 
項目 考慮する事項 

ⅰ．始電、終電時間帯 
沿線施設の特性、トリップ特性、 
鉄道・バスとのダイヤ接続    等 

ⅱ．車両編成 
（定員、車両長、車両構造） 

ピーク時輸送需要量、運転度数、許容する混雑率 

ⅲ．運転度数 
（ピーク時、オフピーク時） 

ピーク時輸送需要量、車両編成、 
オフピーク時の需要特性、 
確保すべき公共交通サービス水準目標 等 

ⅳ．所要時間，表定速度 

軌道形態、折り返しでの所要時間、停留場間隔、 
停留場での乗降時間、軌道の右左折、信号交差点密
度、 
幹線道路との交差、ＬＲＴ優先信号の有無 等 

ⅴ．料金体系 
既存の公共交通の料金設定、計画路線の延長や需要
分布状況、利用者心理からみた支払いやすさ（切り
のよさ、割安感等） など 

 

ⅰ．始電、終電時間帯 

便利で充実した公共交通ネットワークの構築の観点から、沿線施設やトリップ特性に

よる利用者の時間帯別発生状況、ネットワークとして連携すべき鉄道やバスのダイヤと

の接続を考慮して検討する。 
 

ⅱ．車両編成 

わが国においては路線バスと同程度の長さである単車から、約 30ｍの連節車両まで多

彩な輸送単位に対応した車両バリエーションがある。そのためピーク時輸送需要量や運

転度数等を勘案して適切な輸送単位を有する車両編成を選択する。 
なお、わが国では、軌道運転規則第 46 条で全長 30ｍ以下と規定されている。ただし

30ｍ以上の車両長についても特認を得られる場合もあるので、必要に応じて関係部局と

協議することが考えられる。 
 

ⅲ．運転度数 

ピーク時及びオフピーク時の輸送需要量、車両編成、まちづくり目標等を踏まえた確

保すべき公共交通サービス水準等を勘案し、ピーク時・オフピーク時の運転度数を検討

する。 
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ⅳ．所要時間・表定速度 

所要時間・表定速度の検討にあたっては、車両の加減速性能、最高速度の設定、停留

場間隔、停留場での乗降時間、交差点密度や幹線道路との交差箇所数、路線形態（一般

車との分離状況、トランジットモールや部分立体化の有無等）等、多様な要素が複合的

に作用する。 
そのため、計画段階で表定速度を設定する際には、計画路線の特性や自動車交通との

関係等を勘案して、類似の路線形態を有する既存事例の表定速度を参考とする等の方法

により、現実的な表定速度を設定することが考えられる。 
なお、わが国では、軌道運転規則第 53 条で最高速度 40km/h 以下、平均速度 30km/h

以下と規定されている。 
ＬＲＴは、動力性能の向上、自動車や歩行者衝突時の安全面に配慮した車両構造の採

用、自動車の最高速度の緩和等に取り組まれていることを鑑み、速達性を追求すべきＬ

ＲＴ路線の場合は、特認による表定速度向上の可能性について関係部局との協議を通じ

て検討することが望ましい。 
 
ⅴ．料金体系 

現在の路面電車では、均一制、対キロ制（乗った距離帯に応じて料金が決まる）が採

用されている。 
今後計画されるＬＲＴにおいては、既存の路線バス・鉄道等の運賃設定、計画路線の

延長や需要の分布状況、利用者心理からみた支払いやすさ（切りのよさ、割安感）等を

勘案して、利用者の視点にたった利便性と魅力のある料金体系を検討することが考えら

れる。 
なお、料金体系は需要予測や運営計画等に影響することを踏まえ、利用者の視点と共

に、事業成立性や公的負担・整備効果と利用者負担のバランス等もあわせて考慮し、多

様な市民（ＬＲＴ利用者、利用しない市民等）から広く理解が得られるような料金体系

を検討することが必要である。 
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②運行計画検討上の留意点 
ⅰ．サービス水準の検討に係る留意点 

 
公共交通の利用促進を図るためには、利用者利便を追求したサービス水準の検討を行

うことが重要である。 
 

地方公共団体が目指すまちづくり目標の達成に向けて、環境負荷軽減に向けた公共交

通利用促進、公共交通による都心来街者の増加、公共交通沿線における高密市街地や公

共公益施設の立地誘導等を計画的に推進・誘導する上では、公共交通ネットワークの質

的向上を目的に、利用者利便を追求したサービス水準の検討を行うことが重要である。 
図 ４－６１．サービス水準の日仏比較 

・フランスのサービス水準は、独立採算制を前提とする日本の路面電車よりも営業時間

や運行頻度等のサービス水準が高い 
・フランスでは、日本よりも回数券運賃が割安に設定されており、利用機会の多い人に

とって魅力的な運賃設定となっている 
・上記のようなサービス水準確保や様々なまちづくり施策、自動車交通の抑制策等に総

合的に取り組んでいる結果、フランスでは日本よりも高い乗車効率（輸送定員に対し

てより多くの利用がある）であり、市民の足として有効に機能していると考えられる。 
 
（日仏それぞれの 

全体平均の偏差値比較） 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
資料：CERTU（フランス設備省技術研究センター）プレゼン資料 
 「軌道事業の経営指標」 

（平成 15 年 7 月 11 日 全国路面軌道連絡協議会） 
平成 14 年度 鉄道統計年報 
各事業者ホームページ   等を用いて独自に試算 

20

30

40

50

60
乗車効率

運賃

回数券運賃
（１回分）

営業時間

運行頻度

日本

フランス

平均［指数］ 7.7 ［1.00］ 160 ［1.00］ 154 ［1.00］ 16.6 ［1.00］ 11.4 ［1.00］

（値幅）

平均［指数］ 11.2 ［1.45］ 179 ［1.12］ 136 ［0.88］ 19.2 ［1.16］ 5.9 ［0.52］

（値幅）
注１）運賃データについて日本は均一制を採用している事業者を対象、フランスは１ユーロ＝140円として換算
注２）回数券を発売していない事業者は通常運賃を回数券運賃として算出（仏では全都市において回数券発売）。

日本

フランス

（91～200） （15.00～19.50）(1.4～34.2）

（4.9～17.4）

（100～200）

営業時間
（時間）

（3～36）

（154～210） （103～167） （17.50～20.75） （3～10）

オフピーク
運行ヘッド
（分間隔）

国名
乗車効率

（人／列車キロ） 普通運賃
回数券運賃

（1回分）

運賃（円）
凡例
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ⅱ．運行計画を左右する定時性・速達性向上のための工夫 

 
公共交通サービスの質的向上を図るため、定時性・速達性向上のために工夫を凝らす

ことが重要である。 
a.より高い加減速度での運用可能性の検討 

b.道路交通の運用・構造との連携    

 

 

c.運賃収受方式の工夫         

 

 

 

a.より高い加減速度での運用 

国内の路面電車事業者は、利用者の安全性や快適性の観点から、新旧車両を問わず、

概ね加速度 2.5～3.5km/h/s 程度、減速度 3.5～4.5km/h/s 程度で運用している。 
一方、近年は車両技術が発達し、より高い加減速度性能を持つ車両が既に実用化され

ている。 
ただし、加減速度は乗客の安全性や快適性と密接に関係していることから、実運行と

しての安全面と機能性向上の観点から、幅広い検討が必要である。 
 

表４－１８．国内の加減速運用と設計性能の対比 

・ＰＴＰＳの導入 

・交差点形状と停留場配置の工夫 

・十分な停留場幅員の確保 

・主要停留場での車外運賃収受 

・非接触式ＩＣカード方式 

・チケットキャンセラー方式 
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b.道路交通の運用・構造との連携 

歩行者や自動車と同じ道路空間上において地上走行するＬＲＴの走行性を向上させる

ためには、ＬＲＴを優先する信号制御（ＰＴＰＳ）、交差点形状と停留場配置の関係、

スムーズな乗降のための十分な停留場幅員の確保等に取り組むことが有効である。 
 

・ＰＴＰＳの導入 

ＰＴＰＳ（Public Transportation Priority Systems 公共交通車両優先システム）と

は、公共交通優先信号制御等を通じて公共交通の定時運行を確保し利便向上を図るシス

テムであり、速達性・定時性が要求されるＬＲＴ（例えば公共交通幹線軸上のＬＲＴ）

においては、積極的にＰＴＰＳ（公共交通車両優先システム）の導入を検討すべきであ

る。 
輸送単位が大きいＬＲＴの場合は運行頻度を適切に設定することで、より多くの通過

車両（利用者）がＰＴＰＳの恩恵を受けることが可能となる等、より有効に機能するこ

とが期待される。 
その実現に際しては、直交する道路交通への影響や交差点容量の低下、信号制御シス

テム自体の改修等が生じるため、ＬＲＴ導入計画の早期段階から交通管理者と協議・連

携を行い、データ解析やシミュレーションによる検証を通じて優先信号の導入可能性を

検討する必要がある。 
 

・交差点形状と停留場配置との関係 

停留場を交差点の先（流出側）に設置する場合、交差点形状の面で望ましいが、先行

車両が停留場に停車している場合、後続の車両が青信号でも交差点手前で停止する必要

が生じる可能性がある。 
交差点手前（流入側）に設置する場合、信号待ち停車と停留場停車を兼ねられ開扉時

間を長くできる利点はあるが、停留場空間及び右折車線の確保が難しい等の課題もある。 
停留場の設置位置と走行性の関係については、上記のほかに、直交する道路との青時

間比の関係やＬＲＴ優先信号の適用可能性等によっても異なる。 
以上を踏まえ、走行性の向上にも配慮しながら交差点形状や停留場配置を検討するこ

とが求められる。 
 

・スムーズな乗降のための十分な停留場幅員の確保 

乗降時間の短縮を行うためには、後述する運賃収受方式の検討だけでなく、円滑な乗

降を行うために必要な滞留空間を確保するため、停留場幅員を幅広に確保することが望

ましい。特に需要が集中する都心部の繁華街や従業地に近接する停留場や郊外終端部の

停留場、教育施設に隣接する停留場等においては、利用者の安全確保の観点からも望ま

しい。 
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c.運賃収受方式の工夫 

我が国の路面電車では、一般的に運転士がワンマン運行を行っており、料金支払い時

の乗降扉が限定されるため、特に利用者が集中する停留場において乗降時間が増加し、

結果として表定速度の低下を招いている傾向がある。 
そのため、ＬＲＴ導入に際しては、乗降時間短縮のため運賃収受方式の工夫を検討す

ることが望ましい。 
 

・主要な停留場での人的対応による車外運賃収受の実施 

停留場での乗降時間を短縮するために、国内の路面電車事業者が実際に行っている取

り組みとして、主要な停留場上に要員を配置して車外運賃収受を実施する方策がある。

これによりすべての乗降扉で客扱いが可能となるため、特に扉数の多い連接車両におい

て乗降時間短縮に寄与する。 
要員配置を伴うためすべての停留場に常時配置することは困難であるが、特に利用者

が集中する特定停留場、特定時間帯等に限定し、要員配置を行うことが有効と考えられ

る。 
 

・チケットキャンセラー方式 

停留場又は車内に設置されている券売機、売店等であらかじめ乗車券を購入し、乗車

時に利用者自らが停留場又は車内に設置されている打刻機（チケットキャンセラー）に

乗車券を通すことで改札をなくす方式である。 
これにより、運転士による運賃収受が不要となるため、すべての乗降扉で客扱いが可

能となり、乗降時間を比較的短くかつ一定にすることが可能となる。 
なお海外では不正乗車に対する罰金を正規運賃の数十倍に設定、私服検札員による抜

き打ち検札等の不正乗車対策を実施している。わが国においては、軌道運輸規程第 8 条

により不正乗車に対する増額運賃が 2 倍以内（合計で相当料金の 3 倍以内）と規程され

ているため、海外の方式をそのまま適用することは難しい面がある。 
図４－６２．チケットキャンセラー方式の概要 

 
①停留場、車内等の自動券売機や
売店等で目的地までの切符を
購入 

（写真：ドイツ マンハイム） 

②停留場又は車内に設置されて
いる打刻機（チケットキャン
セラー）に乗車券を通す 

（写真：フランス パリ） 
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・ＩＣカードを活用した運賃収受方式 

料金収受の効率化（乗降時間の短縮）を図る方策のひとつとして、現金による取り扱

いを極力減らすことが有効である。そのための方策のひとつに非接触型ＩＣカードの導

入が考えられる。 
 

図４－６３．東急世田谷線の非接触型ＩＣカードの採用事例 
 

・利用者へのサービス向上，業務の効率化，先進性という観点から、平成 12 年 12 月か

らＩＣカードの導入検討を開始し、平成 14 年 7 月 7 日に導入を開始した 
・ＩＣカード（愛称：せたまる）には、せたまる定期券とせたまる回数券との２種類が

ある。 
種類 内容 

せたまる定期券 ・従来の定期券をＩＣカード化 
・パスケースに入れたまま使用できる 
・紛失した場合再発行可能 
・タッチ回数によりポイント還元 

せたまる回数券 ・新たに導入した企画乗車券 
・従来の回数券を利用しやすくした 
・ポイント制   平日初電～10 時，16 時～終電 １ポイント
（１乗車あたり） 平日 10 時～16 時      ２ポイント 
         土休日           ４ポイント
１０ポイントで１乗車分（130 円）を還元 
・追加入金が可能（1,000 円，2,000 円，3,000 円，5,000 円）

【カード見本】        【車内チェッカー】  【停留場のチェッカー】 
 

 
 
 
 

※カード見本の出典： 

東急電鉄ホームページ 
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(7)需要予測 

 
需要予測は、事業のリスク分析や整備効果・影響分析といった観点から、ＬＲＴ計画

を評価する際の重要なインプットデータである。したがって、透明性・客観性の高い需

要予測を行うべきである。 
 

 
 

 
①需要予測への取り組み方 

 
ＬＲＴの需要予測にあたっては、以下の点に留意すべきである。 
・予測の前提条件や予測プロセスの明示 
・ＬＲＴの整備の有無別（with／without）の予測 
・予測結果（ＬＲＴ利用者）の内訳の明示 
 

 

ⅰ．予測の前提条件や予測プロセスの明示 

ＬＲＴ等の公共交通計画に対する需要予測は、整備効果や事業採算性の検討のインプ

ットデータとして活用される。 
これに対して、近年、事業採算面から問題が指摘されている新交通システムや都市モ

ノレールにおいては、需要の「過大推計」がその原因とされるケースが増えている。こ

れは、需要予測の前提条件（人口フレーム等）における想定のズレや、不透明な予測プ

ロセスに起因していると考えられる。 
したがって、予測の前提条件や予測プロセスを明示し、透明性、信頼性の高い予測を

行う必要がある。なお、このような前提条件の確度等に応じて、幅を持った予測値を提

示することも望ましい。 
 

ⅱ．ＬＲＴの整備の有無別（with／without）の予測 

ＬＲＴの需要予測にあたっては、導入効果の把握という観点から、ＬＲＴの整備の有

無別（with／without）の予測を行うことが重要である。 
これは、複数の施策パッケージ（都市交通戦略）の評価という意味では、ＬＲＴを整

備しない場合（対策なし）の予測に相当するものである。 
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ⅲ．予測結果（ＬＲＴ利用者）の内訳の明示 

予測結果に対するアカウンタビリティの向上という観点からは、予測されたＬＲＴ利

用者について、どのような交通手段（バス、自動車、二輪車、徒歩等）からの転換した

のか、あるいは目的地の変更や外出機会の増加によって発生したのか、といった内訳に

ついて明示することが重要である。 
また、前提条件の確度の違いや予測モデルの精度等に応じて、予測結果の内訳を明示

する工夫を行うことが望ましい。 
 

公共交通機
関利用者

誘発
需要

自動車利用
者の転換

徒歩から
の転換

二輪車か
らの転換

利用者
合計

 
出典：Recommandations pour I’evaluation socio-economique des projets de TCSP 

 

図４－６４．公共交通機関利用者の従前の利用交通手段の内訳を明示した例 

（フランスの事例） 
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②予測モデル 
 
ＬＲＴ需要の予測にあたっては、導入パターンや需要特性に応じて、以下の視点から

適切な予測モデルを選択する必要がある。 
・需要予測に用いる基礎データ 
・駅勢圏（停留場からの利用圏域） 
・料金等の交通サービス条件の感度分析 
・まちづくり効果等の予測 
 
 

ⅰ．需要予測に用いる基礎データ 

ＬＲＴの需要予測に用いる基礎データは、その特徴や精度に留意し、需要予測プロセ

スに応じて適切なものを用いる必要がある。 
 

表４－１９．需要予測に用いる主な基礎データの特徴と留意点 

基礎データ 特徴 留意点 
国勢調査 ・全国で実施されており、どのよう

な導入地域でも使用可能 
・全数調査のため精度が高い 

・ＯＤデータは、通勤・通学に限定

される 

パーソントリップ 
調査 

・交通手段分担の把握が可能 
・交通目的別の予測が可能 

・調査都市が限定される 
・抽出調査のため、データ精度に対

する留意が必要 
バスＯＤ調査 ・ＬＲＴへの転換が予想されるバス

について、高精度のデータ把握が

可能 

・定期的に実施された調査データは

ない（バス事業者が独自に実施し

ている場合もある） 
意識アンケート 
調査（ＳＰ調査） 

・ＬＲＴといった新たな交通手段に

対する手段分担関係の把握が可能

・外出頻度の増加や目的地変更とい

ったまちづくり効果の把握も可能

・定期的に実施された調査データは

ない（独自の調査が必要） 
・アンケートの回答のバイアス（誤

差）に対して留意が必要 
 

ⅱ．駅勢圏（停留場からの利用圏域） 

ＬＲＴの需要予測にあたっては、ＬＲＴの路線計画の際に想定した駅勢圏（停留場か

らの利用圏域）を考慮した予測を行うことが望ましい。 
特に、国勢調査やパーソントリップ調査等においては、市町村や町丁目界といった単

位でデータ把握がされていることを勘案し、駅勢圏に対応したゾーニング等について工

夫を行うことが望ましい。 
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ⅲ．料金等の交通サービス条件の感度分析 

交通サービス条件は都市交通施策との連携を検討する際の重要な要因であり、特に料

金については整備効果や採算性検討に直接的に影響を及ぼすことから、手段分担モデル

については感度分析が重要と考えられる。 

料金等の感度分析にあたっては、交通目的によって感度は異なることに留意が必要で

ある。（私事目的では感度が大きいが、通勤目的の場合通勤手当があるため感度が小さ

い等） 

 

 

図４－６５．料金値下げに伴う利用者数の変化の事例（バス） 

0.0

0.5

1.0
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（
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化
率

）

金沢

福岡

仙台

 

都市名 時期 料金値下げの内容 利用者数 備考 

福岡 H11.7～

ＪＲ博多駅と中心部の天神地区

を含む 1.5km 四方のバス運賃を

180 円→100 円（0.56 倍）に値下

げ 

1.78 倍
競合する地下鉄の利用者数は

0.82 倍に減少 

仙台 H14.2～

仙台市中心部のバス運賃を 170

円・180 円→100 円（0.56～0.59

倍）に値下げ 

1.45 倍  

金沢 H14.7～

香林坊～武蔵地区のバス運賃を

200 円→100 円（0.50 倍）に値下

げ 

2.71 倍
値下げ区間の商業施設の改装

による都心回帰の影響あり 

出典：新交通システム導入基本計画策定調査（平成 15 年 3 月、栃木県・宇都宮市） 
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iv．まちづくり効果等の予測 

コンパクトなまちづくりや中心市街地活性化の観点からＬＲＴの導入を図る場合、Ｌ

ＲＴの導入に伴う外出頻度の増加や買い物行動の都心回帰といった需要の変化につい

ても把握することが望ましい。 
これらを予測するためには、ＬＲＴ導入時の行動の変化に関するアンケート調査（意

識調査）を実施し、外出頻度や目的地選択についてモデル化を図る方法が考えられる。 
 

 
＜モノレール全線開通後半年間の立川への来街回数の増減（地区別）＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４－６６．モノレール開業に伴う来街回数の変化 

       （モノレール沿線地域と近接地域の比較） 
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(8)事業採算と運営計画 

 

①ＬＲＴの事業採算の検討手順 
 

ＬＲＴの事業採算は需要予測等に基づき、ある一定の期間の収支計算を行い、持続的

な経営を実現する運営計画や地域支援の取り組みの具体的な検討をする指標の一つで

ある。したがって、透明性・効率性の高い前提条件の設定による検討を行うことが重要

である。 
 

ⅰ．事業採算の前提条件 

事業採算は整備計画、輸送需要、運行計画、要員計画、建設計画、資金計画など様々

な前提条件を整理して行われるが、その検討結果が持続的な経営を実現する運営計画や

多様な主体が関与する地域支援の取り組みにも関係するため、可能な限り透明性・効率

性の高い前提条件の設定による検討を行うことが重要である。 
 

表４－２０．事業採算で設定する項目 

項目 考慮する事項 

整備計画 事業形態（公営、民営、第三セクター）、路線長、開業予定等 

輸送需要 
需要予測結果（終日輸送量、目的別輸送量、年度別輸送量の伸び）、運

賃体系、運賃改定の間隔・改定率 

運行計画 
所要車両数、車両費、車両買替え年数、編成両数、車両走行キロ数、経

費原単位、経費上昇率 

要員計画 
項目別要員数（本社部門・現業部門[運転、駅務、保守、管理]）、人件

費単価、人件費上昇率 

建設計画 
建設期間、工事種類別建設費、年度別建設費、物価上昇率、耐用年数、

租税（固定資産税、都市計画税等）の有無 

資金計画 
資金調達方式（出資金、補助金、負担金、借入金等）、借入金償還条件

等（償還方式、償還期間、措置期間、利率） 
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ⅱ．事業採算の構成と留意すべき事項 

事業採算の全体構成としては損益収支計算と資金収支計算に大別される。 
損益収支計算は事業年度中の収入と支出の総額を計算し、期間中の資金フローを求め

るものであり、その期の経営成績を表すものである。 
資金収支計算は事業年度中の現金の流入と流出を示し、その期の必要運転資金や資金

過不足を表すものである。 
事業採算を検討する際には、ＬＲＴの走行空間の整備や車両調達等の初期コストの縮

減はもとより、運営コストの多くを占める要員計画等についてもコスト縮減方策を検討

することが必要である。 
なお、これら収支計算は経済情勢の変化による用地単価、利子等の変動について幅を

もった検討を行うことが望ましい。 

 
図４－６７．事業採算の全体構成 

 
ⅲ．事業採算の評価 

事業採算は損益収支計算における減価償却前・後の損益や資金収支計算における資金

過不足について年次別に繰り返し計算を行い、単年度毎の収支差やその累計を指標とし

て評価される。 
損益収支計算と資金収支計算は相互に密接な関係があるが、特に資金収支計算におけ

る資金過不足はその累計が一定の期間以内にプラスになるかにより事業化の適否が判

断されるため、持続的な経営を実現する上で重要である。 
なお、資金過不足がプラスになるまでの一定の期間としては新交通システム等では 30

年、都市鉄道では 30 年又は 40 年と設定されている例が多い。 
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参考：運営費の特徴から見た要員計画における留意点 

 
・鉄軌道の運営費について人件費、修繕費、動力費、諸税、減価償却費などに区分し、鉄軌道の

種類ごとに構成割合をみると共通して人件費割合は高い状況にあるが、路面電車は他と比べて

最も高い構成割合となっている。 
・また、路面電車における現業部門の人員構成について運輸（駅職員、運転手、車掌、その他）

と技術（工務・電気・車両・建設）に区分すると、７割強が運輸の所属となっており、その殆

どは運転手である。 
・このように路面電車において経営採算性の効率化を図る上では人件費がポイントとなるが、そ

の多寡に直結する要員計画については公共交通として当然のことながら安全性の確保を前提に

表定速度や運行頻度などの運行サービスのほか、接遇サービスの確保が図れる条件設定の下で

検討することが重要と言える。 

 
    図４－６８．運営費コスト構成割合      図４－６９．現業部門の人員構成 
・一方、技術部門では類似事業者の実績とともに、車両走行キロとの相関なども参考にしながら、

別途、施設の近代化など、要求される品質・性能を確実に機能させることを前提としたコスト

縮減に向けて検討することが重要である。 
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             図４－７０．要員数（技術部門）と車両走行キロとの関係 

資料：平成 14 年度 鉄道統計年報（国土交通省鉄道局監修）

軌道事業の経営指標（全国路面軌道連絡協議会）
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②現行のＬＲＴに関する助成制度 
ＬＲＴの導入等に関する国による助成制度は平成９年度より基盤施設（インフラ）を

中心に整備され、平成 17 年度からは“ＬＲＴシステム整備費補助”により運営施設（イ

ンフラ外）に対しても充実が図られつつあるほか、“ＬＲＴ総合整備事業”により各助

成制度の同時採択による一体的・総合的支援が可能となっている。 
なお、新規の助成制度を適用する場合、或いは道路整備の一環として実施される場合

等で、軌道・停留場等の整備に関する個別施設の取り扱い等については十分に吟味する

とともに、必要に応じて関係部局と協議し、適用範囲を明確化しておくことが望ましい。 

表４－２１．ＬＲＴに関する国の助成制度の概要整理 

補助制度 補助対象 国の助成割合

路面電車走行空間改築事業 

路面電車の整備のために必要となる走行路面、路

盤、停留場等の改築費（レール、車両、架線柱等

は対象外） 

1/2 等 

都市再生交通拠点整備事業 架線柱、シェルター、停留場 1/3 

ＬＲＴシステム整備費補助 

（平成 17 年度新規） 

低床式車両（LRV）、停留施設、レール（制振軌道）、

変電所の増強、車庫の増備、ＩＣカードシステム 
1/4 

補助無し 電車線等（電車線・通信設備）、車庫等の用地 － 

 

ＬＲＴシステム整備費補助

（都市・地域整備局）（道路局、都市・地域整備局）

路面電車走行空間改築事業 都市再生交通拠点整備事業

【補助対象者】地方公共団体、鉄軌道事業者等【補助対象者】道路管理者

【補助対象者】鉄軌道事業者

【新規】（鉄道局）

・ＬＲＴシステムの構築に不可欠な施設
の整備に対して補助　　　　　　　

低床式車両（ＬＲＶ）、停留施設、レール
（制振軌道）、変電所の増強、車庫の増
備、ＩＣカードシステム

・公共交通機関の利用促進に資する施設の整備
に対して支援

架線柱、シェルター、停留場
走行路面、路盤、停留場

・ＬＲＴの走行空間の整備に対して支援

ＬＲＴシステム整備費補助

（都市・地域整備局）（道路局、都市・地域整備局）

路面電車走行空間改築事業 都市再生交通拠点整備事業

【補助対象者】地方公共団体、鉄軌道事業者等【補助対象者】道路管理者

【補助対象者】鉄軌道事業者

【新規】（鉄道局）

・ＬＲＴシステムの構築に不可欠な施設
の整備に対して補助　　　　　　　

低床式車両（ＬＲＶ）、停留施設、レール
（制振軌道）、変電所の増強、車庫の増
備、ＩＣカードシステム

・公共交通機関の利用促進に資する施設の整備
に対して支援

架線柱、シェルター、停留場
走行路面、路盤、停留場

・ＬＲＴの走行空間の整備に対して支援

 
図４－７１．国のＬＲＴに関する助成制度 
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参考：国土交通省におけるＬＲＴ（次世代型路面電車システム）の整備に対する支援 

 
施策の概要 
１）協議会が策定したＬＲＴ整備計画に基づくＬＲＴの整備に対して、ＬＲＴ総合整備事業

等により、一体的・総合的に支援（ＬＲＴプロジェクト） 
２）路面電車走行空間改築事業により、ＬＲＴの走行路面、停留場等を道路整備の一環とし

て整備 
３）都市再生交通拠点整備事業により、停留場の新設並びにバリアフリー化、上屋及びセン

ターポール化等を公共交通機関の利用促進に資する施設として整備 
 
   （実施予定箇所）富山地区（富山県富山市）等２地区 

 

 

出典：平成１７年度 街路課関係予算概要（平成１７年１月 国土交通省都市・地域整備局街路課）
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参考：低利子融資制度～民間資金活用型社会資本整備（地域社会基盤整備/地域社会資本）～ 

 
・日本政策投資銀行では政策性が高いにも関わらず民間金融機関だけでは支援することが難しい

プロジェクトに対して、長期資金の融資や出資などの支援を行っている。 
・投融資項目の一つとして“社会資本整備促進”が挙げられており、民間の資金、経営能力及び

技術的能力を活用した公共施設等の建設、維持管理及び運営等の促進を図ることにより、効率

的かつ効果的に社会資本を整備・活用し、もって国民経済の健全な発展に寄与することを目的

としている。 
 

表４－２２．日本政策投資銀行による低利融資制度（民間資金活用型社会資本整備） 

対象事業 金利 融資比率

１）民間資金活用型社会資本整備 

 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関す

る法律第２条第１項第１号から第５号までに定められた施設

であって、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して

効率的かつ効果的に実施される＊１施設の建設、維持管理及び

運営等の事業＊２ 

政策金利Ⅲ ５０％＊３

２）公営事業民間化等促進 

 地方公共団体の事業・資産を譲り受け、民間の資金、経営

能力及び技術的能力を活用して効率的かつ効果的に実施され

る事業（非設備資金を含む） 

政策金利Ⅲ ５０％ 

*1: 国及び地方公共団体と民間事業者との責任分担の明確化を図りつつ、収益性を確保するとともに、

民間事業者の有する技術及び経営資源、その創意工夫等が十分に発揮され、低廉かつ良好なサービ

スが提供されるものであること。 

*2: 対象事業の生み出す将来の収益等を担保とすることに重点を置いたプロジェクトファイナンスであ

って、適切な債権保全措置等が図られるものであること。 

*3: 民間金融機関の協調融資に支障が生じる場合には、平成１６年度末までに限り、民業補完の基本的

位置づけを踏まえつつ、弾力的な対応を行う。 

 

 ＜事例：超低床路面電車（広島県広島市）＞ 

 

広島電鉄（株） 超低床路面電車＜グリーンムーバー＞は、

ホームとの段差が少なく、車椅子やベビーカーでの乗降

もスムーズに行うことができる。また、国際平和都市広

島の都市景観への配慮から、広島の都市アイデンティテ

ィ「水と緑」を表す車両カラーを使用するなど車両デザ

インも工夫されている。 

資料：日本政策投資銀行ホームページ（2005 年４月現在）
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③柔軟な運営計画の検討 
 

ⅰ．運営計画の取り組み方 

 
ＬＲＴの運営計画の検討にあたっては運営事業者の自助努力と国・地方の適切な関与

という基本的考え方の下、持続的経営を可能とする幅広い整備効果を勘案した地域独自

の支援策の検討に取り組むことが重要である。 
 

我が国の交通事業においては利用者負担により整備に要する費用を賄うことで収支採

算性を確保するという、いわゆる独立採算制なる基本原則がある。そのため、ＬＲＴの

運営計画の検討にあたっては質の高いサービスを提供と事業採算性の確保に対する運

営事業者の自助努力を前提にＬＲＴ導入による幅広い整備効果を勘案した官民の役割

分担を検討した上で、持続的経営を可能とする地域独自の支援策の検討に取り組んでい

くことが重要である。 
併せて、実際の運営における不測の事態等、事業リスクに対するバックアップ支援体

制についても検討しておくことが望ましい。 

【従来の試算】 

（ ）需要予測 インプット （ ）事業採算性 アウトプット 

［ ］（ ）路線計画・サービスレベル 運行頻度・運賃等  インプット 

（ ）公的支援策 固定 

ＬＲＴ   導入等に関する
既存助成制度

成立しない場合
の見直しフロー

 
 
【今後の試算】 

（ ）需要予測 インプット （ ）事業採算性 アウトプット 

［ ］（ ）路線計画・サービスレベル 運行頻度・運賃等  インプット 

（ ）公的支援策 固定 

ＬＲＴ   導入等に関する
既存助成制度

（ ）地域支援策 可変 

ＬＲＴ   導入による幅広
い整備効果を勘案し
た官民の役割分担

成立しない場合
の見直しフロー

地域支援策と整
備効果がアンバ
ランス等の場合
の見直しフロー  
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ⅱ．持続的な運営に向けた地域支援手法 

 
持続的な運営に向けた地域支援は初期投資、運営費への支援の充実を図るとともに、

効率的な経営を目指すべく民間のノウハウを活用するなどしながら、地域がバックアッ

プしていく方法を検討していくことが重要である。 
また、地域の実情を踏まえながら、多様な関係主体からの支援手法についても様々な

視点から検討していくことが重要である。 
 
a.初期投資、運営費への支援手法 

質の高い公共交通サービスを提供していく中で持続的な経営を実現するためには、運

営事業者の負担を運賃収入で賄える程度まで軽減する必要があり、その支援対象として

は初期投資と運営費が挙げられる。 
まず初期投資への支援については、持続的な経営を実現するため、将来にわたる金利

負担を軽減するため初期投資に係る借入金を極力減らすこと、路面電車の運営費のうち

一般的に人件費に次いでコストが大きい減価償却費の軽減が重要である。このため、既

存の助成制度（図４－７１参照）を積極的に活用するとともに、必要に応じて残る運営

事業者負担分についても軽減する措置を検討していくことが重要である。その際、鉄道

事業の上下分離方式における運営リスクに応じた工夫など官民連携による支援事例を

参考に、初期投資における役割分担について柔軟な検討を行うことが望ましい。 
次に運営費への支援については、単なる赤字補填のように効率的経営に対するモラル

ハザードが生じないように留意すべきである。具体的な支援方法としては、赤字補填の

上限や支援費目を自治体と運営事業者との間で予め取り決めた上で支援する方法など

が考えられる。 
 
     表４－２３．上下分離方式における官民連携による支援事例 

初期投資 運営費 
事例 

整備主体 整備・支援方法 運営主体 運営・支援方法 

京阪中之島 
新線 

第三セクター 
（車両除く） 

・地方自治体、民間によ
る出資 

・国、地方自治体による
補助 

民間事業者 
・運営主体が整備主体に
線路使用料を支払う 

えちぜん 
鉄道㈱ 

第三セクター 
（既存事業者から取得）
・取得に対し地方自治体
が補助 

整備主体と同じ
・改良、更新及び欠損は
地方自治体が補助 

富山ライト 
レール㈱ 

第三セクター 
（既存事業者から取得）
・取得に対し地方自治体
が補助 

整備主体と同じ
・維持、修繕、改良、更
新は地方自治体が必要
に応じて補助 

青い森鉄道 
㈱ 

地方自治体 
（車両除く） 

・地方自治体が既存事業
者から取得 

第三セクター 
（運行及び車両
の維持、修繕、
改良、更新）

・運営主体が整備主体に
線路使用料を支払う 

・車両を除く施設の維持、
修繕、改良、更新は地
方自治体が実施 
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参考：公的助成に関する国内の先進的な事例～富山ライトレール（株）への支援～ 

 

○公的支援の基本方針 

・富山港線の路面電車化にあたって、将来とも安定的な経営を継続していくためには、公的支援

が必要である。 

・基本的な事業構造と「公設民営方式」とし、建設に係る費用はすべて公共側で負担し、運営を

第三セクターである富山ライトレール㈱が行う。ただ、需要予測からの収支計画から判断する

と、運賃収入のみで運営コストをすべて養うことが見通せないことから、以下の方法によって

開業後も施設の維持、管理及び改良について支援を行う。 

（公的支援の方法） 

・事業にあたっての具体的役割分担 

   市 ：施設の整備を行い、その維持、管理、更新及び改良について責任を持つ。 

  新会社：鉄軌道施設を運営し、市民に公共交通サービスを提供することに責任を持つ。

・新会社の経営については、その経営責任を明確にする意味から、自助努力で路面電車の

運営を行っていくこととし、赤字補填的な新支援は行わない。 

 

○富山市富山港線路面電車事業助成基金条例（Ｈ16.5.1 施行） 

・富山港線路面電車事業への公的助成については、既に基金条例を定め、施行している。 

・基金で富山ライトレール㈱に毎年の修繕・維持費及び施設・車両等の更新に要する費用の一部

を支援する。 

 

○富山市富山港線路面電車整備事業等補助金交付要綱 

【整備事業補助金】 

・富山港線路面電車整備事業に係る費用のうち、設計、本工事、資産購入、付帯工事、補償、調

査、事務に要する経費 

【運行事業補助金】 

・富山港線路面電車運行事業に係る費用のうち、施設の更新及び改良に要する経費及び鉄道事業

会計規則（昭和 62 年運輸省令第 7号）別表第１費用の表に規定する修繕費（経常経費の運送費

に係るものに限る。） 
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参考：公的助成に関する海外事例～フランス（リヨン）の財務状況から～ 

 
・フランスでは都市内公共交通サービスは地方自治体の責務とされ、複数の自治体が参画する広

域交通局（アグロメラシオン）が交通税（交通負担金）、料金収入、その他財源により運営財源

を確保し、交通事業者に運行委託を行っている。 

・リヨン都市圏では都市圏交通局（AOTU）にあたる SYTRAL[リヨン都市圏交通混成事務組合]の責

任の下で運営が行われている。SYTRAL は設備・車両を保有している。 

・この SYTRAL から当該地域のＬＲＴ等の運営を引き受けている組織が TCL（私企業）である。 

・TCL は基本的に会計的な経営は行わず、SYTRAL と運行委託契約を交わすことでＬＲＴ等の運営

に特化している。 

・SYTRAL の収入全体（借入金を含む）に占める、運営事業者［TCL］の売り上げは、１／４程度で

公的支援が交通税（交通負担金）を含め、６割程度を占めている。 

＜収入の部＞                ＜費用の部＞ 

   
出典：SYTRAL RAPPORT FINANCIER 2003

表４－２４．2003 年度の SYTRAL の財務状況 

収入の部 M€ 割合(%)  費用の部 M€ 割合(%)

運営事業者（ＴＣＬ）の売り上げ 115.1 22 運営費負担 275.0 54

交通税（交通負担金） 192.4 37 負債償還 128.9 25

公的支援 ※１ 125.1 24 61％ 営業管理費 5.7 1

その他収入※２ 31.7 7 （小計） (409.6) (80)

資金調達（借入金） 50.0 10 設備投資 104.7 20

合計 514.3   合計 514.3   

※１：ローヌ県負担金（16M€）・リヨン都市圏自治体負担金（109M€） 

※２：地方分権包括基金（9M€）、その他営業収入（5M€）、利息（7M€）、特別利益（11M€） 
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b. 民間のノウハウ活用による運営手法 

ＬＲＴの費用構造として既存の路面電車を参考にすれば、人件費が半分以上占めてい

るため、運営事業者は民間のノウハウを活用しながら、経営効率性を高め、自助努力の

成果を最大限引き出せる工夫をすることが重要である。 
その際、官民の役割分担やリスク分担を予め明確化するなかで、民間の資金、経営能

力及び技術的能力を活用するとともに、財政資金の効率的な使用を図り、利用者に高質

の輸送サービスを提供することが期待できるような場合についてはＰＦＩ方式による

整備・運営の検討をすることも重要である。 
 

c.多様な関係主体からの支援手法 

ＬＲＴの支援手法については公的支援に限らず、地域の利用者ニーズ、まちづくりに

対する効果等、地域の実情を勘案した地域独自の支援手法を様々な視点から幅広く検討

することが重要である。 
 
＜地域の実情に合わせた地方費の投入の可能性検討＞ 
・沿線における企業立地・経済活動活性化を促進する産業施策としての地方費投入 
・地価が他地域と比較して相対的に上がることによる固定資産税増収額を想定した上で

のＴＩＦ制度※の発想に立った地方費の投入等 
 

※ ＴＩＦ(Tax Increment Financing)制度 

  －都市開発プロジェクトによる税収増大効果に着目し、当該増収分を引き当てることとした債券発

行により資金を調達し、公共施設整備費等に充てる。 

 
＜関連事業との一体的整備＞ 
・道路に加え、公園・学校・病院などその他の公共施設用地等公共空間の活用 
・再開発事業用地（ビル等と一体的に整備） 

 
＜渋谷駅南側再開発（再開発事業者からの要望により駅舎とホテルと合築）の事例＞ 

図４－７２．再開発事業用地（ビル等と一体的に整備）による導入空間確保 
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＜基金の創設＞ 
・行政、サポーターが呼びかけ、ＬＲＴ整備又は維持管理のための基金を創設 

  
＜ＬＲＴ（低床式車両）整備の事例（岡山）＞ ＜維持管理のための基金創設の事例（富山）＞ 

図４－７３．基金の創設 

 
 

 
 


